
、 ン ンポジ ゥム 

歴史的転換期にあ る科学技術政策 

内田癖地 ( 日本学術会議会員 ) 

はじめに   米国の科学技術政策の 動向   
東西冷戦が終了し、 国家安全保障の 観点からの科学技術振興の 意義が低減 し た 

。 一方、 国際通商がビジネス 上 最大のチャンスとなり、 産業の国際競争力が 重要 

となり、 経済力の維持・ 向上が新たな 国家安全保障のための 重要な要件となった 
。 先進諸国は、 競争力強化のために 技術力を高めることを 口ォ旨し、 また雇用を確 

保するため、 科学技術政策を 強化し始めている。 う し た国際情勢の 変化を受けて、 各国で科学技術政策の 転換がみられる。 世 界の リ ダ ノ 、 ブ を取る米国は、 第 2 次世界大戦後、 科学技術政策の 重点を基 

礎 科学振興と国家安全保障に 置き、 次の目標を目指した。 
Ⅲ 米国の先端科学技術を 世界最強とする。 
(2) 知的所有権 強化と産業国際競争力の 拡大、 であ る。 

この基調は変 っ 米国の知的資本強化戦略の 枠組一日米の 技術・通商摩擦 一 

ていない。 
産業社会の変革と 知的資本の活用 

      基礎研究一科学技術力強化 

雇用確保のために   人的・知的資本 産学協力 一 小企業振興 
  

、 政府が産業技術   NSF 強化 

  知的所有権 強化 知的所有権 ・世界支配 
①国家安全保障   

政策に積極的に 関   知識流出規制 ( 対ソ技術優位 ) 

与する姿勢を 明ら 
      西側同盟   

( 日本 ) ( 米国 )   SDI 大 
かにしている。   

統 
輸出 

ブッシュ政権 時   

代 との最大の違 い ②生産技術力競争 ( 日米相互依存 ) 政 

は 、 政府が積極的   法律規制 策 
ココム サ 亘はⅠ ヒ 

な 役割を果たすべ   国際経済環境改善 
  

転 
    

きと認、 識 している 
    力 貿   

易 ②産業 再 活性化 
点であ る。 しかし     

( 対日・西独優位 )  ス 

  中間選挙におけ ③新国際経済秩序   為替レート     世界市場拡大 

調整   新成長市場 
  

る 共和党の大勝利 ( 世界市場争奪・ 分割 ) 議 
( i ) 国際的行動計画 ，新成長市場         貿易バランス 会   

によって、 クリン   GATT ニュー ( 日本・アジア 米国市場   ( 商務省・ USTR) 

トン大統領はこれ ラウンド   

  多国間協定 までの産業技術政 
  輸出型経済   

策を見直す必要性 ( 廿 ) 国内的行動計画 
  二国間協定   

に 迫られている よ く競争力強化 )   

ぅ であ る。 
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1 . 歴史的転換期にあ る国際秩序 
( 1 ) 新しい世界経済システムの 進行一一経済大競争時代一一 

1 9 8 6 年に始まったガット・ウルバアイラウンドは、 1 9 9 3 年末にようや 

く妥結し、 1 9 9 5 年 1 月には世界貿易機関 (WT0) が発足した。 

1 9 8 0 年代から今日にかけて、 国際経済関係に 大きな変化が 生じてきている 第 ⅠⅠ は、 冷戦構造の終焉であ り、 東西陣営の対立が 大きく低下したことにより 
、 国際間の中心課題は、 安全保障から 経済問題へと 比重が変わった。 第 2 は、 経 
済の急速なグローバリゼー 、 ンコ ンの進展であ り、 各国とも国際通商が 経済発展の 

源泉となった。 第 3 は、 世界経済の                           プ を取ってきた 米国が 、 力を低 

下し、 内政重視の姿勢をとりつつあ                           る 。 

1 9 9 4 年 1 月、 北米、 欧州で新たな 二つの自由貿易 圏 が誕生した。 北米で米 
回 、 カナダ、 メキシコによる 北米自由貿易協定 (NA FTA) が発効し、 その 親 

模は GD P で約 6 兆 4 0 0 0 億ドルに達し、 人口約 3 億 6 3 0 0 万人であ る。 

欧州でも北極圏から 地中海にまたがる 欧州経済地域 (E EA) が発足すること 
となり、 欧州共同体 (E C) l 2 ヵ国と欧州自由貿易連合 (E FTA) 5 カ国合 
わせ GD P 約 6 兆 9 0 0 0 億ドル、 人口約 3 億 5 0 0 0 万人を擁している。 

こうした先進諸国の 巨大経済圏の 形成と、 世界経済全体の 発展を目指す 国際経 
済システム形成への 動きの中で、 アジア・大平洋地域，における 局地経済圏の 胎動 
があ るが、 こうした申で 我が国が、 無資源国の科学技術立国の 政策をどのように 

形成して行くのか、 極めて難しい 局面に立たされている。 
(2 ) 日本の産業構造の 変革進行一一企業の 生存を賭けた 競争と雇用問題   

1 9 9 5 年に入って、 急激な対ドル 円為替レート 高によって、 日本の製造業は 

大量生産拠点を 海外へ移転することに 迫車 をかけることとなった。 経済企画庁の 
「企業行動に 関するアンケート 調査」 ( 1 9 9 5 年 2 月実施、 5 月発表 ) は 、 海 

外生産企業の 割合は、 9 4 年度の 4 8 . 3 % から、 9 9 年度には 5 5 . 8 % に 高 

まる見通しで、 それに伴 い 4 割以上の企 

業 が国内の雇用を 減らすと答えている。 
本調査で 9 0 円より円高でも 採算が合 

う企業は全体の 0 ・ 5 % に過ぎなかった 

。 海外進出した 企業は、 海外生産比率を 

9 3 年度の 1 2 . 9 % から 9 9 年度に平 

均で 1 8 . 2 % に高めるとしており、 6 

4 . 9 % の企業は、 産業の空洞化はあ る 

程度やむを得ないと 答えている。 
( 上場企業 1 2 6 1 社 ( う ち輸出企業は 

5 9 2 社 ) から回答 コ 。 
総務庁の発表では、 1 9 9 5 年 2 月時 

GATT : 知的財産 サービス 農産物   点で完全失業者 1 9 9 万人、 失業率 3   

9 %/2 /o となり、 1 9 8 4 年調査開始以来 最 

悪 となった。 
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2 . 日本の科学技術構造と 課題解決 
( 1 ) 東アジア諸国の 世界経済シェア 拡大   日本は イ / ベ一 ション 急 、 務   
世界銀行の「東アジアの 奇跡 一 経済成長と公共政策」は、 1 9 9 3 年に発表さ 

れた報告で、 対象は日本、 韓国、 台湾、 香港、 シンガポール、 インドネシア、 タ 

イ 、 マレイシ ア の 8 ヵ国地域を H P A E s (High Performing As i an 

Economi e s ) と 称している。 

これらの諸国、 地域は共通して、 ① 高成長の持続、 ② 輸出の急増、 ③ 高 

い 投資事と貯蓄率、 ④ 生産性の急速な 向上等を實現してきた。 H PAE s は、 

初等教育と中等教育を 重視し、 公共支出を教育普及とより 公平な所得分配の 実現 
とに大いに貢献するようにした。 これらが、 H PAE s の物的資本の 高 い 蓄積と 

貿易の自由化による 効率的な資源配分、 急 、 速な生産性の 向上を可能にしたと 世界 

銀行は見ている。 
最近の経済成長率は、 中国 1 2 ～ 1 3 % 、 A S EAN 諸国 8 % 前後、 N I E S 

5 ～ 6 % に対して、 日本はゼロ成長であ る。 経済成長の源泉は 、 優れた技術と 資 

本の投入が良質安価な 労働力にまっちすることにあ る。 しかし、 日本は高所得、 
高コストの国であ り、 その成長力の 源泉は「イノベーション 能力」の向上しかな 

い のであ る。 

(2 ) 日本の「科学技術と 産業」政策の 方向一一産・ 学、 官・政の関係   
歴史的、 長期的、 世界的展望に 立って、 

国家百年の計を 立てる必要があ る。 

第 1 に、 人材育成があ る。 未来の産業社 
会を築くのは 若者であ り、 若者に夢と意欲 
を 与え、 学び、 研究し、 未踏の社会へ 挑戦 ①人奴 共 適の悩み解決 

出来る機会を 与える教育改革が 必要。 ②世界 完 展の制約排除 

第 2 に、 知的生産性の 高 い 産業社会の建 

  

設 。 知的創造の研究センタ 一の整備。 

第 3 に、 人類に取って 前例のな い 末末 に 

対して、 解決すべき国家目標を 設定し 、 目 

  ( 学 ) 

っ 総合的な基盤研究が 必要。 一座乗社会の 将来への杉井 一 

第 4 に、 国費による知的資源形成への 投 
( 政   官 ) 

資が 、 基盤的な知的資本となり、 その活用   
によって産業経済が 活性化し、 国富を拡大 
しそれが再び 知的資源再生産へと 投資され   

( 知的爽涼豆田の 江成 コ 

るような仕組みの 構築が必要。 国立研究 捷関 目   " 研究開発 。 。 " 寅 。 源の投入 ""     高度研究体制 
人材吉成 

①直接支柱 ( 宙   宇 ) (X 珪   ぎ迫机 ) 
第 5  に、 国民が新たなビジネスチャンス の活用 ( わけ 知的情報 づ 形成 ) 哲唾 応用， 祇験坪価 ，規格   

へ 挑戦し易くし、 その選択と挑戦の 自由を "" 。 。 "", 政府 "", 
②間接支援 ( 産 ) 

出来る限り許容する 制度へと変革して 行く 税政策，規制   独禁法，知的財産は ， 
拍報 ，ベンチャー 全文吉成 

必要があ る。 創造の中心的担い 手は大学、 
産案 競争力基盤強化 

③ 戟略 的基盤研究 ( 産       官 ) 

産業と大学とのかかわりは 極めて重要。 
長期的展望，国文目的   

烏力の 結集 
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3 . 米国と日本の 科学技術政策システム 

米国及び日本の 科学技術関連組織の 対比 

米 国 日 木 

技術評価局 (O TA) 
立 ・科学技術関連施策に 関し、 客観的 評 

法 価 。 議会支援が目的。 ( 該当無し ) 
府 ・上下両院議員 ( 各 6 名 ) 、 局長によ 

り 構成。 

科学技術政策局 (O S T P) 科学技術庁 

  科学技術的見地からの 大統領への 助 ・科学技術政策の 企画・立案・ 推進。 

言 、 国の科学技術政策の 評価、 予算 ( 基盤的なもの、 横断的なもの 等 ) 

編成における 大統領、 予算当局、 各省 ・各省庁の科学技術政策の 総合調整。 

庁 等への助言、 研究開発計画の 策定 ( 予算含む ) 

・科学技術大統領補佐官 ( 現 ㎝ bbons) 
が 局長 

行 - ， 

国家科学技術会議 (N S T C) 科学技術会 音 

  科学技術政策、 計画の策定過程にお ・国の施策が 中心 ( 民間は原則除外 ) 

ける総合調整機能の 強化。   総理大臣が議長。 閣僚レベル。 

  大統領が議長。 閣僚レベル。 ( 下部組織あ り・専門家より 構成・ ) 

( 下部組織あ り ) 

政 大統領科学技術諮問委員会 (PCAST) 

  科学技術政策に 民間を含めた 国全体 

の ニーズを反映。 N S T C 支援。 ( 該当無し ) 

  連邦政府部門以外の 委員より構成。 

国家研究評註 会 (NR C) 日本学術会 健 ( ? ) 府 様々な学術問題を 討議、 報告 害 取り ・枝々 な 学術問題を討 離 、 報告音取り 

まとめ。 まとめ。 各省庁等への 勧告等。 

  アカデミ一の 独立性保障   ( 政府機関であ るが ) アカデミ一の 

  全米科学 ア ；㌣ ミ -(NAS) 、 全米工学 ア ；㌣ 独立性保障。 

; Ⅱ NAE) 、 医学研究所 (IOM) がまとま 

り 設立。 

各省庁 各省庁 
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4 . 日米科学技術政策システムの 相違 

( 1 ) 我が国科学技術研究開発構造の 形成一一縦割り 制度   
欧州では 1 9 世紀から大学が 科学研究の中心となり、 好きなう 一 7 を選んで 研 

究 し論文を公表公開するアカデミズム 科学が主流であ った。 一方、 戦前の米国で   

は 、 企業の研究所が 最も豊かで、 国全体の研究費の 7 割を支出していたが、 戦時 

中のマンハッタン 計画で原子爆弾の 開発に成功した 方式がモデルとなって、 戦後 

世界では政府支出による 巨大科学が米ソ 冷戦下で主流となり、 一国の科学技術研 

究開発費の約半分が 政府支出によるという 戦後の科学技術界の 常識が出来上がっ 

た 。 これに対して、 敗戦直後の日本では、 素粒子論研究に 代表されるアカデミズ 

ム科学にだけ 威信があ り、 科学技術の総力によって、 国家の威信あ るいは産業を 

拡大する政策はなく、 科学技術庁の 設立によって 始めて産・学・ 官の一国科学技 

術 構造が日来上がる   それでも科学技術庁は、 既存の省庁の 製肘を受けて、 どの 

官庁とも抵触しない 新しい原子力、 宇宙開発、 海洋開発など、 国策プロジェクト 
を担当するにとどまる。 こうして、 主に国立大学が 行っているアカデミズム 科学 

の 研究費は文部省、 産業、 農業、 医薬業などが 行 う 研究開発は通産省、 農水省、 

厚生省などが 支援し、 国策研究開発は 科学技術庁が 行   う 縄張りが性格づけられた。 

(2) わが国大学院の 設立と米国大学院との 相違 一 研究者と実務専門家養成一 

戦後の大学改革において、 米国大学の人間形成重視のカレッジと 研究重視の大 

学院の 2 重 構造の大学教育制度が 良く理解されず、 形式模倣に終わった。 そのた 

め、 米国の産業社会の 発展に寄与する 大学づくりのようにはならず、 修士課程に 

も 研究志向が強い。 米国の大学院学位は 大きくは 2 種類に分類される。 
① 専門職 (Professional) : 専門職分野の 総合知識の熟達および 当該分野 

の 重要課題の系統立った 調査能力の認定のもとに、 専門職学部によって 授与。 

② 学問 (Academic) 特定学問分野に 重要な貢献をする 研究能力の認定、 学 
開学科や一部の 専門学部によって 授与。 文学・科学学部や 学芸・科学学部など   

(3 ) 科学技術基本政策と 国家戦略一科学技術評価の 必要性一 
我が国は、 産業革新しか 生存繁栄の道は 無い。 これに対して、 国家の将来目標 

を戦略的に決める 政策機能システムが 無い。 科学技術会議による 政策大綱があ る 

が 、 諸原則と重点項目の 列挙で、 米国の各省庁の 予算策定の諸原則を 示すもの等 

とは 上ヒ 較にならない。 米国では国民に 理解され易 い 具体的内容が 示され、 研究 評 

価 が強調されている。 日本は、 網羅的、 総花的で重点不明、 各項目解説も 抽選的 

であ る。 また、 政権 交替毎に方針が 変わるのでは、 科学技術立国という 国家の長 

期 戦略の実行は 出来ない。 科学技術基本法の 成立を求めたい   

国家の科学技術の 戦略的政策の 立案推進のため、 
① OTA 、 P CA S T 等、 我が国に欠如している 組織の設立。 

② 科学技術庁等調整行政組織の 強化。 
③ 科学技術会議、 日本学術会議の 役割強化。 ( 答申等のフォローアップ ) 

④ 学 協会等、 科学者技術者の 第一線現場の 動きの政策への 反映。 
⑤ 科学技術の国際性と、 国際政治へのかかわりの 増大から、 政治の正しい り 

一タ 。 一シ   ノブ が行える総合システムの 構築が求められる。 
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